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重要な成果は、二〇一五年を待たずして既に実現している。ＡＥＣブループリントは、二〇 八年から二〇一五年までの八年間に実施すべき措置を規定している。すなわち、すべての措置が二〇一五年に実施されるのではなく、数多くの措置がもっと早い段階で実施されることが予定されていた（たとえば、二〇一〇年時点で先進六カ国が関税撤廃） 。したがっ 、ＡＥＣ二〇一五 評価に当 っては、
二〇一五年にのみ着目するのではなく、①二〇〇七年時点でどのような目標を設定した か、②これまでに何が実現してきた か、そして、③二〇一五年末までに追加的に何が実現するのかという三点を総合評価する必要 ある。　
第二に、二〇一五年は通過点の
ひとつではあるが 首脳が掲げた大きな政策目標であり 産業界からの関心も高い。結果として、「二〇一五年」は政府当局に対して良い意味でのプレッシャーとなっている。同時に、各国国内においては、 「二〇一五年」が、ＡＥＣの周知不足、競争激化に対する懸念等の産業界の反応を引 出す契機ともなっ いる。　
第三に、ＡＳＥＡＮ経済統合の















要な成果である。日ＡＳＥＡＮ経済連携協定（ＡＪ ＥＰ）を含め、五つの「ＡＳＥＡＮ＋１ＦＴＡ」が締結され、ＡＳＥ Ｎが東アジアにおけるＦＴ のハブとなっている。さらに二〇一一年には、日本・ＡＳＥＡＮを含む一六カ国による地域ＦＴＡとして、東アジ地域包括的経済連携協定（ＲＣＥＰ）が提案され、目下、交渉中である。●ＡＥＣ二〇一五の評価軸　
このようなＡＥＣ二〇一五の達
成水準を高くみ か低くみ かは何を評価軸として設定するかによ
って大きく異なる。第一に、ＥＵと比較する考え方がある。世界で最も深化した経済統合を実現し、歴史も長いＥＵ統合に比べれば、ＡＥＣ二〇一五の野心は決して高いものではない。ただし、加盟国の格差の大きさ、歴史的・言語的・宗教的な多様性の大きさ、また、加盟国の行政能力の水準という点で、ＥＵとＡＳ ＡＮ 間には非常に大きな差があることに留意する必要がある。第二に、 ＦＴＡが署名された一九九二年当時の期待値を評価の起点とすれば、ＡＥＣ二〇一五の達成度は「予想を遙かに上回るもの」といえ であろう。一九九二年当時、ＣＬＭＶ諸国はＡＳ ＡＮ加盟国ではなく、カンボジア・ラオス・ベトナムに至ってはＧ ＴＴ（現在のＷＴＯ）にも加盟していなかった。すなわち、貿易自由化の波に全く晒されていなかったのである。第三に、アジアの他のＦＴＡと比較した場合、ＡＳＥＡＮ経済統合 、最も広く、最も高い水準を実現しているといえる。関税撤廃率が顕著な例であるが 同時にＡＳＥＡＮ経済統合には、関税・サービス貿易・投資に加え、インフラ・知的財産・競争政策・消費者政策な
ど、幅広い分野がカバーされている。また、経済分野の外で社会文化共同体などの分野での協力が進んでい●おわりに　
二〇一五年は、ＡＳＥＡＮ経済



































分　野 主な目標 現在までの成果（2015年８月） 2015年９月～12月の追加的成果 評価 備　考



















原産地規則 継続的改善 選択的原産地規則導入と ASEAN ＋
１FTA に拡大、FOB 価額不記載
（特になし） ○ 統一した自己証明制度導入は、2016年にずれ込み





























































































































































































ASEAN 韓国 FTA 第三修正議定書
が16年１月に発効
（注）　◎：ブループリントの想定どおり、あるいは想定以上の成果をあげている。
　　　○：概ねブループリントの想定どおり施策が実施されている。
　　　△：ブループリントの想定より実施が遅れているが一定の成果がみられる。
　　　×：実施が大幅に遅れている。
　　　ブループリントの目標達成度の評価であり、自由化・円滑化実現の評価ではないことに留意が必要。
（出所）　参考文献②。
